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南スーダン国際平和協力業務の実施の状況  

 

１  経緯  

南部スーダン独立前のスーダンにおいては、１９８３年以降、スーダン

政府とスーダン人民解放運動・軍（ＳＰＬＭ／Ａ）との間で２０年以上に

わたり武力紛争が続いていたが、２００５年１月、両者は「南北包括和平

合意」（以下「ＣＰＡ」という。）に署名し、武力紛争が終結した。国際

連合安全保障理事会（以下「安保理」という。）は、２００５年３月に決

議第１５９０号を採択し、ＣＰＡの履行の支援等を任務とする国際連合ス

ーダン・ミッション（以下「ＵＮＭＩＳ」という。）を設立した。  

２０１１年１月、ＣＰＡの履行の一環として、ＵＮＭＩＳの支援も受け

て、南部スーダンの独立の是非を問う住民投票が実施され、有効投票総数

の約９９％が南部スーダン のスーダンからの分離を支持する結果と な っ

た。同年２月、スーダン政府は、大統領令を発出し、この結果を受け入れ

た。同年７月９日、南スーダン共和国が独立し、ＵＮＭＩＳはその活動を

終了した。  

一方、南スーダン共和国が効果的かつ民主的に統治されるとともに、同

国が近隣国と良好な関係を確立する能力を強化することが必要であること

から、同年７月８日、安保理は決議第１９９６号を採択し、平和と安全の

定着及び南スーダン共和国における発展のための環境の構築の支援を任務

とする国際連合南スーダン共和国ミッション（以下「ＵＮＭＩＳＳ」とい

う。）の設立を決定し、同月９日、ＵＮＭＩＳＳを設立した。  

２０１３年１２月中旬以降は、南スーダン共和国において、南スーダン

政府と反政府勢力との衝突や特定の民族などを標的とした暴力行為が各地  
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に拡大し、多数の死傷者、難民及び国内避難民が発生したことに伴い、Ｕ

ＮＭＩＳＳは、活動の重点を文民の保護に移した。２０１４年５月２７日、

安保理は決議第２１５５号を採択し、ＵＮＭＩＳＳの任務を文民保護、人

権監視調査、人道支援促進支援及び敵対的行為の停止合意の履行支援の四

分野に限定した。２０１５年８月、「南スーダンにおける衝突の解決に関

する合意文書」（以下「合意」という。）に南スーダン政府、反政府勢力

等の関係者がそれぞれ署名したことを受け、同年１０月９日、安保理は決

議第２２４１号を採択し、ＵＮＭＩＳＳの任務に合意の履行支援を新たに

追加した。同年１２月１５日には安保理決議第２２５２号が採択され、合

意の履行支援が拡充された。２０１６年７月の現地治安情勢の悪化を受け、

同年８月１２日には、新たに地域保護部隊をＵＮＭＩＳＳ内に創設するこ

と等を内容とする安保理決議第２３０４号が採択された。２０１８年９月

には、「南スーダンにおける衝突の解決に関する再活性化された合意」に

南スーダン政府、反政府勢力等の関係者がそれぞれ署名し、２０２０年２

月２２日、同合意に基づく国民統一暫定政府が設立された。２０２５年４

月３０日には、活動期間を２０２５年５月９日まで延長する安保理決議第

２７７８号が採択され、同月８日には、活動期間を２０２６年４月３０日

まで延長する安保理決議第２７７９号が採択されたところである。  

我が国に対しては決議第１９９６号の採択を受けて、国際連合から要員

の派遣について要請があり、また、国際連合平和維持活動等に対する協力

に関する法律（平成４年法律第７９号。以下「国際平和協力法」という。）

に規定する国際平和協力業務を実施するための各要件も満たされていた。

具体的には、国際平和協力法第３条第１号に規定する武力紛争が発生して

いない場合における国際連合平和維持活動についての受入れ国の同意及び

同法第６条第１項に規定する我が国の国際平和協力業務の実施についての
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受入れ国の同意についてはいずれも得られていた。  

これらを踏まえ、我が国としても、世界の平和と安定のために一層の責

務を果たしていくに当たり、国際連合による国際平和のための努力に対し

人的な協力を積極的に果たしていくため、この要請に応分の協力を行うこ

ととした。このため、平成２３年１１月１５日、「南スーダン国際平和協

力業務の実施について」及び「南スーダン国際平和協力隊の設置等に関す

る政令（平成２３年政令第３４５号）」の閣議決定を行い、同月１８日に

南スーダン国際平和協力隊を設置した。  

我が国は、以上の経緯をもって、司令部要員によりＵＮＭＩＳＳ司令部

業務分野における国際平和協力業務を実施するとともに、自衛隊の部隊等

により道路等の維持補修等の後方支援分野における国際平和協力業務を実

施した。さらに、連絡調整要員を併せて現地に派遣し、我が国のＵＮＭＩ

ＳＳに対する協力を円滑かつ効果的に行うための連絡調整の分野における

国際平和協力業務を実施した。  

 

２  南スーダン国際平和協力業務の実施の状況に関する事項   

ＵＮＭＩＳＳは、その本部を南スーダンの首都ジュバに置き、２０２５

年２月２８日現在、各国から派遣された１３，９１５名の軍事要員、１，

５５０名の文民警察要員、国際連合職員等により構成されている。  

 我が国からは、国際平和協力本部による研修を経て、司令部要員、自衛

隊の部隊及び連絡調整要員が、それぞれ、現地に派遣された。  

（１）司令部業務の概要  

我が国からは、国際平和協力本部による研修を経て、平成２３年１１

月２９日以降、１６次にわたり、５次までは各３名の司令部要員が、６

次からは４名の司令部要員が、１６次は国連の方針として派遣国を選考
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により交代させるポストの２名を加え６名の司令部要員が、それぞれ最

長約１年間の任期で現地に派遣された。これらの司令部要員は、ＵＮＭ

ＩＳＳの司令部要員の一員として、ＵＮＭＩＳＳ軍事部門司令部におけ

る兵站全般の需要に関する部内の調整に関する業務、ＵＮＭＩＳＳ統合

ミッショ ン分析セ ンターに おけるデ ータベー スの保守 管理に関 する業

務、ＵＮＭＩＳＳミッション支援部における施設業務に関する企画及び

調整に関する業務又は同ミッション支援部における航空機の運航支援に

関する企画及び調整に関する業務を行うとともに、１６次の司令部要員

はこれらの業務に加えて、人事及び教育訓練に関する企画及び調整に関

する業務をそれぞれ実施した。なお、人事及び教育訓練に関する企画及

び調整に関する業務は、派遣国が交代するポストの業務で約１年間の任

期を終え、令和７年５月１２日に帰国した。  

（２）施設部隊等業務の概要  

我が国からは、国際平和協力本部による研修を経て、平成２４年１月

１４日以降、１１次にわたり、４次までは最大３３０名からなる陸上自

衛隊の南スーダン派遣施設部隊（以下「施設部隊」という。）が、また、

５次からは最大４１０名からなる施設部隊が、約半年間の任期で現地に

派遣された。施設部隊は、ジュバにおいて、宿営地の整備、国連施設内

の敷地整備、国連施設外の道路補修、国際機関施設の敷地造成、避難民

への医療や給水、避難民用衛生設備の設置、避難民保護区域の敷地造成

等の業務を実施し、平成２９年３月に施設部隊の撤収を決定した上で、

同年５月末までに南スーダン共和国から順次撤収した。  

また、平成２４年１月１１日以降、４次にわたり、最大４０名からな

る現地支援調整所の要員が、約半年間の任期で現地に派遣された。現地

支援調整所の要員は、ジュバ及びウガンダ共和国のカンパラ及びエンテ
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ベにおいて、施設部隊の業務の案件形成や施設部隊の展開に必要な輸送

業務に係る調整等を実施した。また、平成２４年８月３１日以降、現地

支援調整所の要員は、２名のオーストラリア軍から派遣されているＵＮ

ＭＩＳＳの要員との間で、国連を含む関係機関との連絡調整等に関する

協力を行った。第５次施設部隊から、現地支援調整所の機能を施設部隊

に統合し、平成２５年１２月２４日に現地支援調整所を廃止した。  

（３）航空自衛隊による補給の実施  

航空自衛隊は、平成２４年１月２６日以降、１４回にわたり、Ｃ－１

３０Ｈ型輸送機を本邦、南スーダン共和国及びウガンダ共和国の間で運

航し、施設部隊等の輸送及び物資の補給を行い、平成２９年５月末まで

に全員が帰国した。  

（４）連絡調整業務の概要  

関係省庁（内閣府、外務省及び防衛省）から派遣された連絡調整要員

は、我が国のＵＮＭＩＳＳに対する協力を円滑かつ効果的に行うため、

国際平和協力本部による研修を経て、平成２３年１１月２１日以降、逐

次、業務に従事した。要員は、ジュバに最大２名配置され、派遣先国政

府当局その他の関係機関と司令部要員及び自衛隊の部隊等との連絡調整

業務を行った。  

 

３  施設部隊の撤収の経緯  

我が国のＵＮＭＩＳＳに対する施設部隊の派遣は、平成２９年１月をも

って５年という節目を迎え、派遣した人数は延べ約４，０００人に達し、

施設部隊の派遣としては過去最長となった。この間、施設部隊は、厳しい

環境の中、建国間もない南スーダン共和国の発展のための環境の構築の支

援という当初の目的に沿った活動実績を着実に積み重ねてきた。  
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平成２９年３月時点における南スーダン共和国の情勢は、首都ジュバの

治安改善等を任務とする国連による新たな部隊の展開が開始され、南スー

ダン共和国の安定に向けた取組が進みつつあり、また、南スーダン共和国

政府は、国内における民族融和を進め合意の履行の進展を図るため、国民

対話を開始する旨発表するなど、国内の安定に向けた政治的取組に進展が

見られていた。一方、前述のように施設部隊の派遣としては過去最長とな

る５年以上が経過し、首都ジュバを中心とした道路補修などの実績は、過

去の我が国の国際平和協力活動の中で最大規模の実績を積み重ねており、

施設部隊が担当する首都ジュバにおける施設活動については一定の区切り

をつけることができる状況であった。以上のような諸点を総合的に勘案し、

我が国としては、これまでの施設部隊による施設活動を中心とした支援か

ら、南スーダン共和国政府による自立の動きを支える方向に支援の重点を

移すことが適当と判断し、同年５月末までに施設部隊を撤収させたところ

である。  

 

４  物資協力の実施  

平成２５年１２月中旬から南スーダン共和国の治安情勢が急激に悪化す

る中、国際連合及び韓国政府から、ＵＮＭＩＳＳの韓国隊の隊員及び避難

民等の生命・身体の保護に早急に必要とされる弾薬の譲渡要請がなされた

ことを受け、同月、国際平和協力法に基づく物資協力として、国際連合に

対し、弾薬を無償で譲渡した。当該弾薬は、平成２６年１月に施設部隊に

返還されている。  

さらに、国際連合から、南スーダン共和国の治安情勢の悪化に伴い増員

されたＵＮＭＩＳＳ各国部隊用のテント及び国連施設内の避難民向け救援

物資の譲渡要請がなされたことを受け、同年３月、同法に基づく物資協力
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として、国際連合に対し、テント及びビニールシートを無償で譲渡した。  

また、平成２９年５月、施設部隊の撤収に際し、国際連合からの要請を

受け、同法に基づく物資協力として、国際連合に対し、南スーダン共和国

において施設部隊が使用し、又は保有していた重機、車両、居住関連コン

テナ等を無償で譲渡した。こうした取組は、施設部隊の活動が終了した後

も活動を継続するＵＮＭＩＳＳに対する有益な貢献である。  
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